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 韓台石化メーカーの投資戦略の変化 
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 韓国、台湾の石油化学産業では、輸出

市場での勝ち残りを前提に 1990 年代よ

り大規模なプラントによる一貫生産体制

が構築され、それぞれがアジアを代表す

る石化製品輸出拠点となっています。こ

こ数年は良好な汎用品の収益環境も寄与

し、韓台の石化プレーヤーは高水準の利

益を確保してきました。 
 もっとも、将来的には収益環境が変化

すると見通されていることから、近年で

は各社とも投資戦略を変えつつあります。

すなわち、汎用品分野では生産規模を維

持しつつも、収益源を機能品にシフトさ

せるよう投資の配分を進めています。 
 機能品の展開に際しては、主力ユーザ

ーである自動車・電機業界のサプライヤ

ーとのネットワーク構築などが必要とな

るため、足元では技術提携や M&A を通

じ事業拡大を図るケースも増えてきまし

た。かかる動きは機能品分野で先行する

日米欧石化メーカーにとってもビジネス

チャンスとなる半面、中長期的には脅威

ともなり得ることから、韓台石化メーカ

ーの動向に注目が集まっています。 
 
汎用品事業の拡大 

 
 韓国と台湾の石化メーカーはいずれも、

輸入するナフサを原料とし、日本などか

ら技術を導入しつつ石化産業を発展させ

てきたほか、内需がさほど大きくないた

め輸出市場での勝ち残りを前提に域内で

大規模プラントによる一貫生産体制を構

築した、という共通の特徴を有していま

す。また近年では、事業規模拡大と生産

部門の効率化を重視した人材・投資配分

等によりコスト競争力を高めてきました。

この結果、それぞれアジアを代表する石

化製品輸出拠点となったほか、アジア石

化トップ 10 社に韓台メーカーが 3 社ず

つ入るなど、アジア石化業界において強

い存在感を示しています。また、近年で

は原油安などに伴う石化製品需要増に伴

い、エチレンなど汎用的な石化製品を中

心に多くの製品でマージンが拡大するな

か、各社高水準の利益を確保しています

(図表 1)。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年の投資動向 

 
 足元好調を維持している韓台石化メー

カーですが、主な輸出先であった中国や

東南アジアなどにおいて自国産業強化に

向けたナフサクラッカーなどの新増設が

進みつつある(図表 2)ほか、北米におけ

るエタンクラッカーなどの立ち上げに伴

いコスト競争力の相対的な低下が進むと

の見通しを踏まえ、近年は投資戦略の方

向性を変えつつあります。すなわち、多

図表１ 韓台石化大手6社(注)合算営業利益

（資料）各社アニュアルレポート基に弊行作成

（注）韓国上位3社(LG Chem、Lotte Chem、SK Innoovation)、

       台湾上位3社(FCFC、NPC、FPC)

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q

2012 '13 '14 '15 '16 '17

(10億米ﾄﾞﾙ)



 Monthly Review P. 2 
 
 

 
 
本資料は、情報提供を目的に作成されたものであり、何らかの取引を誘引することを目的としたものでは
ありません。本資料は、作成日時点で弊行が一般に信頼できると思われる資料に基づいて作成されたもの

ですが、情報の正確性・完全性を弊行で保証する性格のものではありません。また、本資料の情報の内容
は、経済情勢等の変化により変更されることがありますので、ご了承ください。ご利用に際しては、お客
さまご自身の判断にてお取扱いくださいますようお願い致します。本資料の一部または全部を、電子的ま

たは機械的な手段を問わず、無断での複製または転送等することを禁じております。 

 

MRMONTHLY
REVIEW

くのプレーヤーが、汎用品事業の規模は

維持しつつも機能品事業に収益源がシフ

トするよう、投資の配分を進めています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 現状、韓台ともに機能品セクターの産

業規模は小さく、収益貢献は限定的とな

っています。この背景には、自動車部品

や電子部品などに利用する機能品の

R&D や生産技術では日米欧のプレーヤ

ーに一日の長があるほか、韓台プレーヤ

ーは機能品メーカーとしてのブランド認

知度を構築していないケースがあること

や、主力ユーザーである自動車・電機業

界のサプライヤーなどとのネットワーク

構築が必要となるものの日米欧と比較す

るとユーザーサイドの産業規模が小さい

ことが、機能品事業拡大に際してのネッ

クとされてきました。 
 ただし最近では、台湾政府が環境規制

を強化し汎用品の生産能力拡大および稼

動を制限する一方、補助金支給等を通じ

た石化産業の高付加価値化へのサポート

を打ち出しています。また韓国でも政府

が 2016 年より石化業界で自主的な生産

能力調整を促す一方、R&D へのサポー

トなどを通じて機能品の競争力強化を図

っています。 
 かかるなか、プレーヤーも技術提携や

M&A を通じた積極的な投資により機能

品分野に参入する動きを強めてきました。

一部のメーカーはすでにブランド知名度

や販売網を有する海外メーカーの協力を

得て高付加価値品の生産計画策定や設備

の新設を進めており、韓台内において今

後の産業規模拡大に対する期待感が高ま

っています。 
 
先行石化メーカーへの影響 
 
 アジアでは自動車、電気製品など多様

な製品市場の拡大が見込まれており、そ

の材料である機能品の需要も堅調に増加

する見通しです。韓台石化メーカーが同

市場において積極的に投資・提携戦略を

打ち出し、自社の戦略実現に向けたパー

トナーシップや技術協力ニーズを示して

いることは、日系や欧米石化メーカーに

とっても、不足しつつある石化原料確保

などを通じて機能品事業拡大を図る好機

になり得るとみられます。もっとも将来

的には、機能品の輸出戦略を軸とする日

米欧石化メーカーにとって直接の競合と

なる可能性もあります。 

 韓台石化メーカーが機能品の事業領域

においてどのような戦略を打ち出してい

くのか、海外メーカーとの連携策も含め、

今後の動向が注目されています。(貫井) 

図表２ アジアの需給動向

（資料）経済産業省資料を基に弊行作成
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